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　先月号（前篇）では、公共施設の広域連携につい

ての相互利用の先進事例として、同規模自治体同士

で連携している「志太地域」の事例を紹介した。今

月号（後篇）では、中心市とその周辺市が連携して

いる「長岡地域定住自立圏」と、中心市のない多数

の自治体間での連携として前２事例の中間となる

「知多半島５市５町」の２事例について紹介し、全

体のまとめとしたい。

〈事例２：長岡地域定住自立圏〉
⑴　相互利用に至った経緯
　２つ目の事例である長岡地域定住自立圏は、中心

市である長岡市と、その周辺の小千谷市、見附市、

出雲崎町の３市１町（人口約36万人）で構成された

広域連携の枠組みで、地方の人口流出を食い止め、

３大都市圏等からの人口流入と安心して暮らすこと

のできる地域づくりを目指す試みである（図表１）。

　平成21年３月に定住自立圏中心市宣言１を行った

が、前身の活動として平成６年に長岡地域広域行政

組合を設置し、人材育成、観光振興、スポーツ振興

等ソフト面の事業で連携を開始した。公共施設の相

互利用は、周辺市との協議により（先月号（前篇）

の図表３の③その他の条件に相当）、協定書を結ぶ

運びとなり、図書館は平成９年、その他の施設は平

成11年に相互利用を開始している。相互利用の目的

としては、「住民の芸術文化活動及びスポーツ活動

等において、施設に求める規模や設備等の多様化す

るニーズに対応し、利便性の向上を図ること」、「施

設の利用促進による効率的な運営と各市町村の『フ

ルセット主義２』からの脱却」、「人的交流による圏

域の一体感の醸成」、「圏域住民の文化活動及びス

ポーツ活動の充実と発展への寄与」があげられる。

　今回ヒアリングを行った長岡市は、新潟県中部の

中心都市で、新潟市に次いで県下第２位の人口（約

28万人、定住自立圏域の77％）を擁する旧特例市で

ある。３回にわたる平成の大合併の結果、計10市町

村３と合併し、日本海に面する広大な市域（約891

㎢、定住自立圏域の76％）を有することになった。

上越新幹線沿線の都市としては、高崎駅、新潟駅に

次いで乗降者数が多く、信越地方の中心的な都市で

もある。また、長岡駅前には平成24年に開館した

「アオーレ長岡」があり、市民の交流の場を生むま

ちづくりの成功事例として有名である。

　３市１町は、過去に合併の話があり、通勤通学、レ

ジャー、買い物等生活全般において、商圏・生活圏
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１ 平成20年11月より、３市１町と旧川口町の担当部署による長岡地域定住自立圏構想研究会が発足し、中心市とな

る条件に長岡市が合致したことから、総務省による先行実施団体の募集に応募し選定。21年３月に中心市宣言に
至った。

２ フルセット主義とは、各自治体で文化施設や体育施設等、一通りの公共施設を備える従来の考え方。
３ 平成17年４月１日（長岡市・中之島町・越路町・三島町・山古志村・小国町）、平成18年１月１日（長岡市・和

島村・寺泊町・栃尾市・与板町）、平成22年３月31日（長岡市・川口町）

図表１　長岡地域定住自立圏構想対象自治体

出典：長岡市 HP
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が共通しているなど、地理的・歴史的に関係が深い

（図表２）。

⑵　相互利用の現状
１）対象施設と選定方法

　長岡地域定住自立圏における相互利用対象施設の

設定方法は、各市町の判断に任されており、長岡市

では小規模施設や、地域住民（「市民」の一部）の

みの利用が想定される施設（公民館等）は対象外と

している。また、斎場など必要性は高いが施設数が

少なく、相互利用の対象にすると域内住民の利用が

長岡市民の利用を圧迫するおそれのある施設は、施

設の利用状況の統計に基づき対象外としている。な

お、文化施設については、特にホール機能を持った

施設を対象としている。そのため、アオーレ長岡

等、周辺市町住民から要望が多数ある施設でも、長

岡市民の利用を妨げる可能性が高い施設４について

は、相互利用の対象とはしていない。

　図表３は、長岡地域定住自立圏域内の長岡市、小

千谷市、見附市、出雲崎町の相互利用の対象施設

を、種類・設置自治体ごとに分類している。長岡市

の対象施設総数（58施設）は、他３市町（各10施設

前後）の約６倍と圧倒的に多いことがわかる。

　用途別にみても、全用途において長岡市が最も多

く、特に体育施設、運動広場・公園、文化施設の数

が多い。これは、長岡市の過去の合併経緯に由来す

るものと思われる。また、小千谷市内では文化施設

の数が比較的多いのに対し、見附市内では体育施設

の数が比較的多い。出雲崎町内では、体育施設、運

動広場・公園が比較的多い傾向にある。

２）相互利用の普及の現状と需給バランス

　利用者数は利用状況の統計に基づき調節されてい

ることもあり、長岡地域定住自立圏域内の相互利用

対象施設において、どの市町でも相互利用の利用者

数の比率５は、利用率が高い自治体でもおよそ10％

と、各市民の利用による影響は小さい。

⑶　論点ごとの現状と対応策
１）推進体制

　長岡地域定住自立圏では、相互利用の方向性決定

等は年１回６の定例会で行われる。これは、連絡調

図表２　長岡地域定住自立圏における人口と面積の比較表
長岡市 小千谷市 見附市 出雲崎町 合計

面積（㎢） 891 155 78 44 1,169
人口（人） 275,133 36,498 40,608 4,528 356,767
人口密度（人／㎢） 309 235 521 102 305

出典：平成27年国勢調査

図表３　長岡地域定住自立圏における自治体別の相互利用対象施設
長岡市 小千谷市 見附市 出雲崎町 合計

体育施設 22　 3　 7　 3　 35　
文化施設 16　 4　 2　 1　 23　
運動広場・公園 20　 3　 2　 3　 28　
その他 0　 0　 0　 0　 0　
計 58　 10　 11　 7　 86　
施設数比率 67％ 12％ 13％ 8％ 100％

出典：長岡市資料より筆者作成

　　　　　　　　　　　　　　
４ 例えば、アオーレ長岡の稼働率は市民だけで既に高稼働率を維持している
５ 例えば、長岡市内の施設においては、分母：当該施設の全利用者数、分子：当該施設の小千谷市民、見附市民、

出雲崎町民の利用者の合計。
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整会議と呼ばれ、各市町の定住自立圏担当課が、協

定や対象施設に変更がある場合に申請し、情報を共

有する場となっている。

　実際に相互利用に関して変更が生じる場合は、協

定書の変更が必要となるため、協議・意思決定の流

れとしては、「ワーキング部会→首長会議→各市町

議会→協定締結」と段階を踏む。また、首長会議や

各市町議会の調整は定住自立圏担当課が行う。各施

設の管理運営体制については、既存の体制のままで

相互利用が可能となっている（図表４）。

２）受益者負担の考え方

■利用料金

　長岡地域定住自立圏域内では、相互利用導入以前

から利用者の居住区（市内・市外）によって利用料

金に差を設けていなかった。そのため、利用料金は

施設ごとに異なるものの、どの施設においても「市

民」と域内住民の利用料金は同一である。

　圏域内の施設の利用料金および徴収方法は、公共

施設の設置自治体の条例、規則、その他規定を適用

することとし、域内住民は設置自治体の市民利用料

金で利用できることとしている。また、子供割引等の

特別料金の設定は、各自治体の裁量に任されている。

■維持管理費用等の自治体間の分担

　維持管理費、大規模修繕費用等は、各施設設置自

治体が負担することとしている。相互利用対象のど

の施設においても、全利用者数のうち各「市民」の

利用者数が90％程度であるため、維持管理費や大規

模修繕費を設置自治体が負担することについても、

特段不公平感等は無い。

３）成果

　①報告書の公表

　長岡地域定住自立圏では、広域連携の担当課が相

互利用の結果を含んだ「長岡地域定住自立圏 事業

報告書」を年１回報告書としてまとめ、公表してい

る。この報告書には、施設ごとに居住自治体別利用

者数、利用件数が記されている。

　②対象施設見直し制度

　長岡地域定住自立圏では、１年に１回施設の利用

状況の統計にもとづき、相互利用導入のために市民

の利用が妨げられていない等を調査し、対象施設の

見直しを図っている。

４）課題

　①相互利用の広報の不足

　現在、相互利用の広報はインターネット上のみの

ため、域内住民に十分に周知できていない可能性が

高い。また、全体の10％が域内住民による利用と

なっているが、それも、相互利用と知らずに利用し

ている可能性があるため、相互利用による成果とし

て域内住民が利用しているとは断言しづらい。ま

た、相互利用前のデータが無いため、現在の10％の

域内住民の利用が、相互利用の効果であると証明す

ることも難しい。

　②相互利用の普及率

　相互利用率７が10％程度という実態について、現

図表４　長岡地域定住自立圏構想における推進体制

出典：ヒアリングをもとに筆者作成

通常時
連絡調整会議

定住自立圏担当課

年1回とりまとめ 各市町議会

相互利用のワーキング部会 首長会議

各市町　施設主管課

利用状況・協定施設内容の調整

運営体制等変更時①

②

③

　　　　　　　　　　　　　　
６ 必要があれば２回以上も可
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在は長岡市民が混雑により施設を利用できないこと

が無いため、市としては現状維持で問題ないという

認識である。しかし、稼働をさらに上げることがで

きれば、利用料金の増収によって、市の財政負担軽

減につながる可能性もある。

　③公共施設総合管理計画との連携の未達

　年１回の報告書をまとめているが、施設ごとの詳

しい利用状況調査やアンケートを行うことができれ

ば、稼働率向上や需要に合わせた料金設定の見直し

など、各施設をさらに活用し、「市民」・域内住民に

活用してもらうための施策策定の手助けになる。ま

た、現在の体制上は、公共施設の相互利用を所管す

る広域連携の担当課は公共施設等総合管理計画の担

当課と情報交換する機会が少ないようであるが、公

共施設全体のあり方を見据えた相互利用の可能性を

議論する必要があると思われる。

〈事例３：知多半島５市５町〉
⑴　相互利用に至った経緯
　知多半島５市５町における相互利用は、同半島北

部３市１町（東海市、大
おお

府
ぶ

市、知多市、東浦町）に

よる公共施設相互利用（平成13年４月開始）がその

始まりであった。これら３市１町は、古くから人や

物の交流があり、合併についても研究がなされたほ

ど、行政的にもつながりが深く、密接な連携を図り

つつ発展してきており、平成11年６月より知多北部

広域連合を設立している。平成15年度にこれら３市

１町に２市４町（半田市、常滑市、阿久比町、南知

多町、美浜町、武豊町）が加わり、現在の形となっ

た（域内人口約62万人）。

　これら５市５町は、知多半島を形成する市町とし

て地理的な一体感を有している。

　今回ヒアリングを行った東海市は、伊勢湾に面し

た人口約11万１千人（域内の18％）の自治体であ

り、面積では５市５町の11％を占める。域内では大

府市に次いで２番目に人口密度が高く、鉄鋼業が盛

んな自治体である。

⑵　相互利用の現状
１）対象施設と選定方法

　知多半島５市５町では、相互利用対象施設を選定

図表６　知多北部広域連合における人口と面積の比較表
東海市 大府市 知多市 東浦町 半田市

面積（㎢） 43 34 46 31 47
人口（人） 111,944 89,157 84,617 49,230 116,908
人口密度（人／㎢） 2,578 2,649 1,844 1,566 2,465

常滑市 阿久比町 南知多町 美浜町 武豊町 合計
面積（㎢） 56 24 38 46 26 392
人口（人） 56,547 27,747 18,707 23,575 42,473 620,905
人口密度（人／㎢） 1,012 1,166 488 510 1,639 1,584

出典：平成27年国勢調査

図表５　知多半島５市５町

出典：愛知県 HP より筆者加筆

　　　　　　　　　　　　　　
７ 当該公共施設の設置自治体からみた市外域内民による利用の普及度合。定義は脚注５を参照。



6 日経研月報 2018.10

する際、地域密着型の施設（公民館、敬老の家）

は、対象施設から外している。

　図表７は、５市５町の相互利用の対象施設を種

類・設置自治体ごとに分類したものである。現在、

対象となっている施設は下記のとおり域内全105施

設である。総施設数は、東海市が23施設（域内の施

設数の22％）と最も多く、次いで半田市（22施設）、

知多市と東浦市（共に11施設）となっている。特

に、東海市の特徴として体育施設の割合が少なく、

文化施設、運動広場・公園の割合が多い。

２）相互利用の普及の現状と需給バランス

　知多半島５市５町域内の各施設では、利用者統計

を居住区別に取っていない施設や、情報公開してい

ない施設が多い。参考情報としては、域内の図書館

では市民の利用が80％、域内住民の利用が15％、域

外住民の利用が５％となっている。なお、「あいち

共同利用型施設予約システム８」を導入しており、

愛知県内の同システム導入自治体施設の予約窓口が

一元化できているため、域内住民もシステムの対象

施設を利用する場合は、窓口まで行かずとも容易に

予約が可能となっており、域内住民の相互利用を促

進していると思われる。

⑶　論点ごとの現状と対応策
１）推進体制

　推進体制としては、知多地域における広域的な行

政の連絡調整を図り、地域振興等に資することを目

的とした、「知多市
し

町
まち

会」が中心となっている。同

会は首長級の会議として、１年に２回の定例会で情

報共有を行っており、５市５町の自治体が毎年持ち

回りで幹事自治体を担っている。その下部組織とし

て、年３回程度、各自治体企画部門の所管課の課長

級が集まる「幹事会」がある。幹事は知多市町会同

様、持ち回りとなっている。

　この会議体で共有する情報としては、主に各市町

での施設の廃止や新設の状況に限られており、利用

状況等は情報共有していない。

図表７　知多半島５市５町域内における自治体別の相互利用対象施設
大府市 知多市 東海市 東浦町 半田市

体育施設 2　 4　 3　 1　 5　
文化施設 2　 5　 10　 3　 9　
運動広場・公園 2　 2　 10　 7　 7　
その他 1　 0　 0　 0　 1　
計 7　 11　 23　 11　 22　
施設数比率 7％ 10％ 22％ 10％ 21％

常滑市 阿久比町 南知多町 美浜町 武豊町 合計
体育施設 3　 2　 1　 1　 2　 25　
文化施設 3　 3　 1　 1　 5　 43　
運動広場・公園 0　 4　 1　 1　 0　 31　
その他 2　 1　 0　 0　 0　 6　
計 8　 10　 3　 3　 7　 105　
施設数比率 8％ 10％ 3％ 3％ 7％ 100％

出典：東海市ホームページより筆者作成

　　　　　　　　　　　　　　
８ 同システムは、「あいち電子自治体推進協議会」が運営し、愛知県内の本システムへの参加市町が共同で利用す

る施設予約システムで、パソコンや携帯電話から、参加市町が保有する施設の空き状況の検索や施設の予約を行
うことができる。
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　施設を新設する場合は、各自治体で独自に検討し

ており、同会で特別に調整しているものではない

が、需要等の情報を共有しているため、相互利用を

前提とした検討が可能である。各施設の管理運営体

制については、既存体制のままで相互利用が可能と

なっている（図表８）。

２）受益者負担の考え方

　知多５市５町における相互利用対象施設の利用料

金については、域内住民は市民料金で利用できる。

また、域内の一部の施設では、過去に域外住民の利

用が多い施設もあったため、域内住民の利用を妨げ

ないよう、５市５町以外の利用料金は高く設定して

いる。域内住民の利用料減免の財源は、各施設の設

置自治体が負担している。また、維持修繕費・大規

模修繕費用の負担方法も、設置者負担としている。

３）成果

　①公共施設の方向性を検討する場としての活用

　現在、各市町での公共施設の新設・統廃合等の情

報を共有しているため、相互利用を前提に各市町で

自市の施設の新設・統廃合の方針を検討することが

できている。これにより、結果的に各自治体ひいては

地域にとって、施設の総量を抑制することにつながっ

ている。市としては相互利用が「当たり前」になり

つつあり、弊害は感じていないとのことであった。

　②今後の共同設置への発展の可能性

　東海市と知多市の間では、ごみ処理施設の共同設

置について、平成26年12月より一部事務組合の枠組

みのなかで検討を重ねている。また、ごみ処理施設

の近隣には、ごみ処理施設で発生するエネルギーを

活用して温水プール等の健康増進施設を整備する計

画も生まれている。この温水プール等の健康増進施

設についても、東海市・知多市健康増進施設基本構

想のなかで両市が共同して建設することで合意した

旨が示されており、共同設置の検討が進んでいる。

４）課題

　①予約のしづらさ

　広域連携では域内住民にとって利用可能な施設の

選択肢が増える一方で、「利用したいと思った施設

が遠方に立地している」という場面が増える可能性

がある。知多半島５市５町では、インターネット上

から施設の予約ができる「あいち共同利用型施設予

約システム」があるものの、システムに慣れていな

い高齢者は窓口まで行き、予約手続きをしなければ

ならず、「先着予約がしにくい」という声がある。

加えて南知多町、美浜町は同システムを導入してい

ないため、同町内の公共施設については直接予約窓

口まで行く必要があり、やはり同町から遠方に住む

利用者は予約しづらい。インターネットや電話など

による予約は、市内施設のみが利用可能であった従

来と比べ、利用したい施設が遠方に位置しうる広域

連携では、より重要な仕組みとなりうる。

　②共有する情報の内容

　知多市町会で共有される情報は、各自治体で公共

施設の存廃を決定する際に参照されており、同会は

重要な情報共有の場となっている。一方で、各自治

図表８　知多半島５市５町における推進体制
知多市町会

◎５市５町の首長参加
１年に２回

幹事は持ち回り
↓

幹事会
◎各自治体企画部門所管課課長参加

年３回程度
幹事は持ち回りで
知多市町会と同様

出典：筆者作成
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体で実際に施設の存廃を決定する際は、会議に参加

する企画部門所管課で各施設の利用情報を把握して

いないことから、会議では公共施設の数や規模、築

年数等の概要で捉えている可能性がある。存廃の検

討の際は、各施設の機能、利用者数や稼働率、諸室

機能別の利用状況、評判等の観点から十分に検討で

きる体制を整える必要があるであろう。

Ⅲ．事例研究を踏まえた今後の展望

　３事例の調査によって得られた知見をもとに、相

互利用の課題と今後の展望を下記に記す。

１．相互利用の対象自治体の選定

　３事例ともに、地理的には生活圏・商圏が同一で

あること、歴史的にも深いつながりがあることは共

通していた。さらに、その他の条件として志太地域の

事例では市長同士の合意、長岡地域定住自立圏の事

例では周辺市との協議により相互利用に至っている。

　相互利用を進めるためには、地理的、歴史的、そ

の他関係の深い自治体間で検討を行うことが妥当で

ある。

２．対象施設の選定と需給バランス

　１）対象施設と選定方法

　対象施設の選定方法については、３事例とも、地

域住民のみの利用が想定される施設は対象外として

いた。加えて、域内住民の利便性の向上に寄与する

施設を相互利用の対象としていた。

　これからの公共施設マネジメントの対応策の一つ

として、相互利用を検討する場合、本稿で紹介した

事例と同様に、公民館のような地域コミュニティに

密着した施設を対象外にするとともに、比較的広域

からの利用が見込め、費用負担の大きな文化施設や

大規模な体育施設、あるいは立ち寄り利用等が考え

られる図書館等を中心に検討すべきであろう。

　２）相互利用の普及の現状と需給バランス

　相互利用の導入により、「市民」の利用が妨げら

れるような状況も想定される。焼津市が整理してい

るように、既存施設の稼働状況と相互利用を導入し

た場合の需要に応じて、対象施設を選ぶことは重要

であるが、相互利用の導入の前からそれを見通すこ

とは難しい。したがって、長岡地域定住自立圏のよ

うに相互利用対象施設を見直す仕組みをあらかじめ

加え、相互利用の導入の目的に照らしながら、調整

できる制度を整えるとよい。特に、相互利用の導入

前から稼働率が高い施設については、域内住民と

「市民」の利便性のバランスをどのようにとるかが

ポイントである。逆に、稼働状況に余裕がある施設

においては、相互利用の枠組みにより稼働率を向上

させることに力を入れ、収益の向上を目指すことも

重要である。

３．推進体制

　３事例ともに、市長が最終的な方向性の決定等に

携わる体制となっている。相互連携は、既存自治体

の枠を超えて公共サービスを提供する手法であるこ

とから、首長のリーダーシップや判断が推進のため

には必要である。また、具体的な相互利用の方向性

を検討し、調整するための会議体も必要であり、そ

こでは利用状況等の相互利用の現状や各自治体にお

ける施設の整備・改修の計画等を共有する場である

ことが求められる。この会議体の取りまとめ部署

は、自治体の広域連携担当課や企画部門が担い、実

際に施設を管理する所管課は、施設の利用実態等を

踏まえ、取りまとめ部署と連携して相互利用の導入

の促進を進めていくべきである。また、相互利用の

運営の現場においては、既存の枠組みを活かしなが

ら進めることが多いため、その範囲であれば、相互

利用の導入前後で大きく体制を変化させる必要はな

い。ただし、改修や建替えのタイミングで相互利用
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のあり方を検討し、管理運営方法等を見直す場合に

は、現場の体制を含めて再検討する必要があろう。

４．受益者負担の考え方

　受益者負担の考え方には、利用料金の設定、維持

管理費用等の自治体間の分担といった２つの論点が

あった。

　利用料金については、３事例とも相互利用対象域

内では設置市市民と同じ料金で利用できるというこ

とであった。また、料金収受の際、志太地域では、

市外域内住民は利用時に市外在住者料金を支払い、

申請により過払い分を払い戻す形となっている一

方、他２事例は、施設利用時に市民料金での利用が

可能な形であった。

　これまでの相互利用の事例においては、既存の利

用料金の枠組みを変えずに導入を進めることが多い

が、これからの公共施設マネジメント対応策として

導入する場合には、利用料金については、利用者に

分かりやすい体系で示すこと、費用負担のあり方と

合わせて合理的な負担方法について、関係自治体間

で検討することが必要である。例えば、志太地域が市

外料金の上乗せ部分を２市で設置した積立金から拠

出するというように、域内住民に対し相互利用のメ

リットを利用料金の面でも供与する一方、自治体間

の負担のバランスを図るという考え方が参考になる。

　一方、維持管理費用や大規模修繕費用について

は、本稿で紹介した事例では分担する仕組みはな

かったが、域内住民の利用割合が大きくなり、自治

体間での費用負担と受益のバランスが崩れた場合

や、老朽化して大規模修繕等が必要となった場合な

どには再検討が必要になるであろう。無理のない相

互利用の継続のためにも、自治体間で利用実態に

沿って合理的な負担額を決定できる仕組みが必要で

ある。

５．相互利用の実態把握と効果の検証

　相互利用の施設において、現状ではその利用状況

や利用料収入等が必ずしも整理されていないという

実態が明らかになった。統計データの収集・管理方

法については、できるだけ早く統一し、地域一体と

なって戦略的なマネジメントに活用していけるよう

にすべきである。相互利用の会議体で共有する情報

については、知多５市５町のように施設の存廃等の

重要な決定に関わる場合は特に、当該施設の地域で

の役割を整理し、利用者のニーズを把握するため

に、利用状況や評判等の観点等も含めることが望ま

れる。

おわりに

　本稿で取り上げた相互利用は、さまざまな課題が

あるものの、広域連携の中でも「①既存の施設が活

用でき、②新たな資金調達が必要でなく、③既存の

体制を利用することで検討・推進体制をつくるため

の障壁も低い」ことから、次号（第４回）で取り上

げる共同設置等との比較では導入しやすいと考えら

れる。相互利用により、地域共通の課題として公共

施設やインフラのマネジメントについて議論する場

ができることや、行政の枠を超えた地域での一体感

の醸成等から、共同設置やインフラでの取組み（本

稿で取り上げた志太地域におけるインフラ広域連携

についての検討、第５回で取り上げる「奈良モデ

ル」における道路、橋梁や水道等インフラでの取組

み）等へ展開しやすくなるものと考えられる。この

ような将来の見通しも含め、公共施設マネジメント

を推進するための具体的な方策として相互利用を取

り入れることは、広域連携の最初のステップとして

有効と考えられ、全国の自治体で相互利用の検討が

進むことが期待される。


